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Ⅰ　平成２９年度決算ダイジェスト

１．損益の状況

（単位：億円）

２９年度 ２８年度 増減

５５５ ５５８ △ ２ 

５７４ )(                ５６３ )(                １１ )(                  

 資金利益 ４４７ ４５４ △ ６ 

 役務取引等利益 １０１ ９２ ９ 

 その他業務利益 ６ １１ △ ５ 

 （除く国債等債券損益） ２５ )(                  １７ )(                  ８ )(                    

４１６ ４２７ △ １１ 

 人件費 ２２８ ２３６ △ ７ 

 物件費 １６４ １６２ ２ 

１３９ １３０ ９ 

 コア業務純益 １５８ １３５ ２３ 

― ― ― 

 業務粗利益

 （うちコア業務粗利益）

 経費

 実質業務純益

 一般貸倒引当金繰入額

○コア業務粗利益…対前年比１１億円増益の５７４億円となりました。

資金利益が減少したものの、役務取引等利益及び国債等債券損益を除くその他業務利益が

それぞれ増加いたしました。

○コア業務純益…対前年比２３億円増益の１５８億円となりました。

○実質業務純益…国債等債券損益が減少したものの、コア業務純益が増益となったことから、

対前年比９億円増益の１３９億円となりました。

○経常利益…株式等関係損益が１１億円増加したことに加え、ネット信用コストが５億円減少

したことから対前年比３４億円増益の１８６億円となりました。

○当期純利益…対前年比２０億円増益の１３４億円となりました。

（1）

１３９ １３０ ９ 

４６ ２１ ２５ 

 うち不良債権処理額（△） １４ １６ △ １ 

 うち貸倒引当金戻入益 １０ ３ ７ 

 うち償却債権取立益 ７ ９ △ １ 

 うち株式等関係損益 ３８ ２７ １１ 

１８６ １５２ ３４ 

△０ △ ２ ２ 

１３４ １１４ ２０ 

 業務純益

 臨時損益

 特別損益

 経常利益

 当期純利益

【【【【コアコアコアコア業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益・コア・コア・コア・コア業務純益業務純益業務純益業務純益】】】】
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【【【【経常利益経常利益経常利益経常利益・・・・当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益】】】】
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（１）業務粗利益、コア業務粗利益

（単位：億円）

２９年度 ２８年度 増減

５５５ ５５８ △ ２ 

５７４ )(                ５６３ )(                １１ )(                  

 資金利益 ４４７ ４５４ △ ６ 

 （うち貸出金利息） ２８７ )(                ２９３ )(                △ ５ )(                

 （うち有価証券利息配当金） ２０２ )(                ２００ )(                １ )(                    

 （うち資金調達費用） △ ４７ )(              △ ４４ )(              △ ２ )(                

 役務取引等利益 １０１ ９２ ９ 

 その他業務利益 ６ １１ △ ５ 

 （除く国債等債券損益） ２５ )(                  １７ )(                  ８ )(                    

 （うち国債等債券損益） △ １９ )(              △ ５ )(                △ １３ )(              

※コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益

 業務粗利益

 （うちコア業務粗利益）

○業務粗利益…対前年比２億円減益の５５５億円

役務取引等利益が９億円増加したものの、資金利益が６億円、その他業務利益が５億円それぞれ

減少したことによるものです。

○コア業務粗利益…対前年比１１億円増益の５７４億円

・資金利益…対前年比６億円減益の４４７億円

有価証券利息配当金は１億円増加したものの、貸出金利息が５億円減少したことに加え、外貨調達

コストの上昇等により資金調達費用が２億円増加したことが要因です。

・役務取引等利益…対前年比９億円増益の１０１億円

シンジケートローンやＭ＆Ａ・事業承継等の各種金融ソリューション受入手数料や投資信託関連手

数料が増加したことが要因です。

・その他業務利益(除く国債等債券損益)…対前年比８億円増益の２５億円

お客様の為替リスクや金利リスクのヘッジを目的としたデリバティブ収益の増加が要因です。

・国債等債券損益…対前年比１３億円減益の△１９億円

（2）

※コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益

（２）経費

（単位：億円）

２９年度 ２８年度 増減

４１６ ４２７ △ １１ 

 人件費 ２２８ ２３６ △ ７ 

 物件費 １６４ １６２ ２ 

 税金 ２３ ２９ △ ６ 

（３）実質業務純益、コア業務純益

※実質業務純益＝業務粗利益－経費（除く臨時費用分）

※コア業務純益＝業務粗利益(除く国債等債券損益)－経費(除く臨時費用分)

 経費

○経費…対前年比１１億円減少の４１６億円

・人件費…対前年比７億円減少の２２８億円

基幹系システム共同化対応に伴う時間外勤務手当の減少が主因です。

・物件費…対前年比２億円増加の１６４億円

基幹系システム共同化の減価償却費の増加が主因です。

・税金…対前年比６億円減少の２３億円

前年度のシステム共同化投資による消費税の減少が主因です。

○実質業務純益…対前年比９億円増益の１３９億円

業務粗利益が２億円の減益となり、経費が１１億円減少したことから、対前年比９億円の増益となりました。

○コア業務純益…対前年比２３億円増益の１５８億円

（2）



（４）  経常利益、当期純利益

（単位：億円）

２９年度 ２８年度 増減

１８６ １５２ ３４ 

△０ △ ２ ２ 

うち固定資産減損・処分損（特別損失） ０ ２ △ ２ 

１８６ １４９ ３６ 

５１ ３４ １６ 

１３４ １１４ ２０ 

＜信用コストの内訳＞

（単位：億円）

２９年度 ２８年度 増減

― ― ― 

 不良債権処理額② １４ １６ △ １ 

 一般貸倒引当金繰入額①

 経常利益

 特別損益

 当期純利益

 法人税等税金関連費用

 税引前当期純利益

○経常利益…対前年比３４億円増益の１８６億円

○当期純利益…対前年比２０億円増益の１３４億円

・ネット信用コスト…対前年比５億円減少の△３億円

前年は３億円の戻入だった貸倒引当金が１０億円の戻入となったことを主因に、ネット信用コストは

５億円減少いたしました。

・株式等関係損益…対前年比１１億円増加の３８億円

株式等売却益は８億円増加、株式等売却損が３億円減少した結果、株式等関係損益全体では

対前年比１１億円増加いたしました。

・特別損益…対前年比２億円増益の△０億円

・法人税等税金関連費用は税引前当期純利益の増加等に伴い１６億円増加いたしました。

・結果、当期純利益は対前年比２０億円増益の１３４億円となりました。

（3）

 不良債権処理額② １４ １６ △ １ 

 貸出金償却 １１ １２ △０ 

 個別貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

 延滞債権等売却損 １ ２ △ １ 

 その他 ２ １ ０ 

 貸倒償却引当費用①＋② １４ １６ △ １ 

 貸倒引当金戻入益③ １０ ３ ７ 

 償却債権取立益④ ７ ９ △ １ 

 偶発損失引当金戻入益⑤※ ０ １ △ １ 

 ネット信用コスト①＋②－③－④－⑤ △ ３ １ △ ５ 

※与信関連の信用コスト相当分のみ計上

＜株式等関係損益＞

（単位：億円）

２９年度 ２８年度 増減

 株式等関係損益 ３８ ２７ １１ 

 株式等売却益 ４２ ３４ ８ 

 株式等売却損 ３ ６ △ ３ 

 株式等償却 ０ ０ ０ 

（3）



２．預金等の状況

（１）預金

（単位：億円）

２９年度末 ２８年度末 増減

４６,４１３ ４４,８９３ １,５１９ 

１,９８８ ２,２４７ △ ２５８ 

４８,４０１ ４７,１４０ １,２６１ 

 うち県内預金等残高 ４７,４１０ ４６,０７１ １,３３８ 

（２）預かり資産

（単位：億円）

２９年度末 ２８年度末 増減

 預かり資産残高　　③ ５,５２０ ５,３９８ １２２ 

 投資信託 １,２１６ １,０５２ １６３ 

 公共債 １,１８１ １,２６９ △ ８８ 

 終身保険･個人年金保険等 ３,１２３ ３,０７６ ４６ 

 預金等残高　　　  ④ ４８,４０１ ４７,１４０ １,２６１ 

 合計残高   （③＋④） ５３,９２２ ５２,５３９ １,３８３ 

 預金残高　　　　　　①

 譲渡性預金残高　 ②

 預金等残高　（①＋②）

○預金等残高は対前年度末比１，２６１億円増加し４兆８，４０１億円となりました。

○県内預金等残高は対前年度末比１，３３８億円増加し、４兆７，４１０億円となりました。

○預金等残高と預かり資産残高合計で対前年度末比１，３８３億円増加いたしました。

公共債は８８億円減少いたしましたが、投資信託は１６３億円、終身・個人年金保険等は４６億円、

預金等残高は１，２６１億円それぞれ増加いたしました。

今後も、お客さまのニーズにお応えすべく、運用商品の品揃えを充実させてまいります。

（4）

３．貸出金の状況

（１）貸出金

（単位：億円）

２９年度末 ２８年度末 増減

 貸出金残高 ３２,４６１ ３１,５５１ ９１０ 

 うち県内貸出金残高 ２３,６１４ ２２,９７２ ６４２ 

 うち県外貸出金残高 ８,８４７ ８,５７９ ２６８ 

 うち個人住宅ローン残高 ７,１５９ ６,６９７ ４６２ 

○貸出金残高は対前年度末比９１０億円増加し３兆２，４６１億円となりました。

○県内貸出金残高は対前年度末比６４２億円、県外貸出金残高は対前年度末比２６８億円

それぞれ増加いたしました。

○個人住宅ローン残高は対前年度末比４６２億円増加し７，１５９億円となりました。

【【【【預金等預金等預金等預金等とととと預預預預かりかりかりかり資産資産資産資産】】】】
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４．不良債権の状況

＜金融再生法開示債権＞

（単位：億円）

２９年度末 ２８年度末 増減

 破産更生等債権 ３９ ４２ △ ３ 

 危険債権 ３４４ ４３０ △ ８５ 

 要管理債権 ４８ ５０ △ １ 

 　 小計 ４３２ ５２３ △ ９１ 

 正常債権 ３２,９２１ ３１,８９７ １,０２４ 

 　債権額合計 ３３,３５４ ３２,４２０ ９３３ 

 不良債権比率 １.２９％　 １.６１％　 △ ０.３２％　

○不良債権額は対前年度末比９１億円減少し４３２億円となり、債権額に占める割合、不良債権

比率も０．３２％低下の１．２９％となりました。

○破産更生等債権は３億円、危険債権は８５億円、要管理債権は１億円それぞれ減少いたしまし

た。

【【【【不良債権比率不良債権比率不良債権比率不良債権比率】】】】
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５．連結決算の状況

＜前年比較＞

（単位：億円）

２９年度 ２８年度 増減

 経常収益 ９９４ ９４８ ４６ 

 経常利益 ２０６ １６９ ３６ 

 親会社株主に帰属する当期純利益 １３７ １１５ ２２ 

＜連単倍率＞

（単位：億円）

連結 単体 連単倍率

 経常収益 ９９４ ７８５ １.２６倍　

 経常利益 ２０６ １８６ １.１０倍　

 親会社株主に帰属する当期純利益 １３７ １３４ １.０２倍　

○連結決算は当行及び連結子会社７社で構成されております。

○単体決算同様に経常利益は３６億円の増益、親会社株主に帰属する当期純利益は２２億円の

増益となりました。７社全てにおいて当期純利益を計上すると共に純資産も十分な水準を確保

しております。

0.000.000.000.00

27年度27年度27年度27年度 28年度28年度28年度28年度 29年度29年度29年度29年度

0000

27年度27年度27年度27年度 28年度28年度28年度28年度 29年度29年度29年度29年度
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６．自己資本比率（速報値、国内基準）

７．３０年度業績予想

【単体】

（単位：億円）

○単体自己資本比率９．６５％、連結自己資本比率１０．２５％

早期是正措置の発動基準である４％を十分上回る水準を確保しております。

○リスクアセットの計算に際し、信用リスクは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益

配分手法」を採用しております。

○単体

経常利益は３５億円減益の１５１億円、当期純利益は２５億円減益の１０９億円を見込んでおります。

○連結

経常利益は２８億円減益の１７８億円、親会社株主に帰属する当期純利益は２１億円減益の

１１６億円を見込んでおります。

【【【【連結連結連結連結】】】】
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３０年度予想 ２９年度実績 増減

 コア業務純益 １４３ １５８ △ １５

 実質業務純益 １３７ １３９ △ ２

 経常利益 １５１ １８６ △ ３５

 当期純利益 １０９ １３４ △ ２５

 （ネット信用コスト） ５ △ ３ ８

【連結】

（単位：億円）

３０年度予想 ２９年度実績 増減

 経常利益 １７８ ２０６ △ ２８

 親会社株主に帰属する当期純利益 １１６ １３７ △ ２１

【【【【連結連結連結連結】】】】
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Ⅱ　平成２９年度決算の概況

１． 損益状況

【単体】 　　     　（百万円）

２９年３月期比

 業務粗利益 １ ５５,５７４ △ ２５５ ５５,８２９ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２ ５７,４９０ )(            １,１２４ )(              ５６,３６６ )(            

 資金利益 ３ ４４,７７８ △ ６５４ ４５,４３２ 

 役務取引等利益 ４ １０,１６０ ９４０ ９,２２０ 

 その他業務利益 ５ ６３５ △ ５４１ １,１７６ 

 （うち国債等債券損益） ６ △ １,９１６ )(          △ １,３８０ )(          △ ５３６ )(             

 うち国内業務粗利益 ７ ５５,０５２ １,４６０ ５３,５９２ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ８ ５４,００６ )(            １,５３２ )(              ５２,４７４ )(            

 資金利益 ９ ４３,１５３ １５０ ４３,００３ 

 役務取引等利益 １０ １０,０９１ ９４４ ９,１４７ 

 その他業務利益 １１ １,８０７ ３６６ １,４４１ 

 （うち国債等債券損益） １２ １,０４５ )(              △ ７２ )(               １,１１７ )(              

 うち国際業務粗利益 １３ ５２１ △ １,７１６ ２,２３７ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） １４ ３,４８３ )(              △ ４０８ )(             ３,８９１ )(              

 資金利益 １５ １,６２４ △ ８０５ ２,４２９ 

 役務取引等利益 １６ ６９ △ ３ ７２ 

 その他業務利益 １７ △ １,１７１ △ ９０７ △ ２６４ 

 （うち国債等債券損益） １８ △ ２,９６２ )(          △ １,３０８ )(          △ １,６５４ )(          

 経費（除く臨時処理分） １９ ４１,６０２ △ １,１７８ ４２,７８０ 

 人件費 ２０ ２２,８４３ △ ７９７ ２３,６４０ 

 物件費 ２１ １６,４５５ ２４７ １６,２０８ 

 税金 ２２ ２,３０３ △ ６２８ ２,９３１ 

 実質業務純益 ２３ １３,９７１ ９２２ １３,０４９ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２４ １５,８８８ )(            ２,３０３ )(              １３,５８５ )(            

 ①一般貸倒引当金繰入額 ２５ ― ― ― 

 業務純益 ２６ １３,９７１ ９２２ １３,０４９ 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２７ １５,８８８ )(            ２,３０３ )(              １３,５８５ )(            

 臨時損益 ２８ ４,６８６ ２,５０４ ２,１８２ 

 ②不良債権処理額 ２９ １,４９７ △ １４５ １,６４２ 

 貸出金償却 ３０ １,１７９ △ ２９ １,２０８ 

 個別貸倒引当金繰入額 ３１ ― ― ― 

 延滞債権等売却損 ３２ １１６ △ １４１ ２５７ 

 その他 ３３ ２００ ２４ １７６ 

 （貸倒償却引当費用①＋②） ３４ １,４９７ )(              △ １４５ )(             １,６４２ )(              

 貸倒引当金戻入益 ３５ １,０２９ ７１０ ３１９ 

 偶発損失引当金戻入益※ ３６ ５９ △ １１７ １７６ 

 償却債権取立益 ３７ ７９３ △ １７７ ９７０ 

 株式等関係損益 ３８ ３,８５８ １,１２２ ２,７３６ 

 株式等売却益 ３９ ４,２７６ ８３５ ３,４４１ 

 株式等売却損 ４０ ３７２ △ ３０３ ６７５ 

 株式等償却 ４１ ４５ １６ ２９ 

 その他臨時損益 ４２ ４４２ ８２１ △ ３７９ 

 経常利益 ４３ １８,６５８ ３,４２７ １５,２３１ 

 特別損益 ４４ △ ５６ ２１７ △ ２７３ 

 うち固定資産減損・処分損（特別損失） ４５ ５６ △ ２１８ ２７４ 

 税引前当期純利益 ４６ １８,６０１ ３,６４４ １４,９５７ 

 法人税、住民税及び事業税 ４７ ５,４０７ １,６３９ ３,７６８ 

 法人税等調整額 ４８ △ ２９５ ５ △ ３００ 

 当期純利益 ４９ １３,４８９ ２,０００ １１,４８９ 

(参考)

 ネット信用コスト　２５＋２９－３５－３６－３７ ５０ △ ３８５ △ ５６０ １７５ 

 有価証券減損処理額 ５１ ４８ △ １３５ １８３ 

※与信関連の信用コスト相当分のみ計上

３０年３月期 ２９年３月期
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【連結】

＜連結損益計算書ベース＞

　　     　（百万円）

２９年３月期比

 連結粗利益 １ ６０,４７４ ２１１ ６０,２６３ 

 資金利益 ２ ４４,２０７ △ ７８０ ４４,９８７ 

 役務取引等利益 ３ １４,４９９ １,５６５ １２,９３４ 

その他業務利益 ４ １,７６７ △ ５７４ ２,３４１ 

 営業経費 ５ ４７,０８７ △ １,１７４ ４８,２６１ 

 貸倒償却引当費用 ６ １,４６１ △ ２６９ １,７３０ 

 貸出金償却 ７ １,１８７ △ １０９ １,２９６ 

 個別貸倒引当金繰入額 ８ ― ― ― 

 一般貸倒引当金繰入額 ９ ― ― ― 

 延滞債権等売却損 １０ １３３ △ １２５ ２５８ 

 その他 １１ １４０ △ ３６ １７６ 

 貸倒引当金戻入益 １２ ６８３ ６５９ ２４ 

 償却債権取立益 １３ ８０５ △ １８０ ９８５ 

 株式等関係損益 １４ ４,０９９ １,１８５ ２,９１４ 

 その他 １５ ３,１３６ ３７６ ２,７６０ 

 経常利益 １６ ２０,６５１ ３,６９５ １６,９５６ 

 特別損益 １７ △ ５３ ２２０ △ ２７３ 

 税金等調整前当期純利益 １８ ２０,５９８ ３,９１５ １６,６８３ 

 法人税、住民税及び事業税 １９ ６,５３９ １,７７１ ４,７６８ 

 法人税等調整額 ２０ △ ４２５ △ ９ △ ４１６ 

 当期純利益 ２１ １４,４８４ ２,１５３ １２,３３１ 

 非支配株主に帰属する当期純利益 ２２ ７０８ △ ９６ ８０４ 

 親会社株主に帰属する当期純利益 ２３ １３,７７６ ２,２４９ １１,５２７ 

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）

                  ＋（その他業務収益－その他業務費用）

（参考）

（百万円）

 連結業務純益 ２４ １５,９６４ １,１９０ １４,７７４ 

（注）連結業務純益＝単体業務純益＋子会社経常利益＋関連会社経常利益×持分－内部取引

（連結対象会社数）

（社）

 連結子会社数 ７ ― ７ 

 持分法適用会社数 ― ― ― 

２．業務純益  【単体】

（百万円）

２９年３月期比

 (1) 業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １３,９７１ ９２２ １３,０４９ 

 職員一人当たり(千円) ５,９９９ ３７７ ５,６２２ 

 (2) 業務純益 １３,９７１ ９２２ １３,０４９ 

 職員一人当たり(千円) ５,９９９ ３７７ ５,６２２ 

３０年３月期 ２９年３月期

３０年３月期 ２９年３月期
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３．主要勘定残高  【単体】

「２９年３月末比」「２９年３月期比」欄の上段は増減額、下段は増減率であります。

(1)  末残

　　     　（百万円）

全店分 国内業務部門分

２９年３月末比 ２９年３月末比

85,441 176,177 

1.65% 3.62% 

91,028 87,296 

2.88% 2.80% 

△4,284 78,252 

△ 0.24% 5.42% 

△1,378 △1,376 

△ 0.60% △ 0.60% 

276,446 365,998 

5.23% 7.36% 

151,970 153,940 

3.38% 3.45% 

△25,865 △25,865 

△ 11.51% △ 11.51% 

149,363 236,879 

26.57% 81.10% 

(2)  平残

　　     　（百万円）

全店分 国内業務部門分

２９年３月期比 ２９年３月期比

127,573 175,607 

2.54% 3.74% 

106,722 99,075 

3.50% 3.29% 

32,269 94,635 

1.88% 6.99% 

△6,292 △6,295 

△ 2.74% △ 2.74% 

307,404 353,762 

6.04% 7.42% 

169,271 175,307 

3.89% 4.07% 

△26,434 △26,434 

△ 12.88% △ 12.88% 

165,196 205,373 

31.05% 80.70% 

1,352,575 

3,009,750 

4,691,754 

459,844 254,471 

205,116 

4,305,026 

4,765,237 

229,601 

4,867,361 

3,108,825 

1,447,210 

223,306 

5,118,999 

178,682 

4,480,333 

178,682 

697,149 

5,010,651 

3,047,245 

1,714,657 

229,606 

5,082,225 

4,344,235 

205,116 

531,953 

5,138,224 

3,153,967 

1,746,926 

223,314 

5,389,629 

4,513,506 

198,838 

528,933 

4,854,569 

3,109,633 

1,443,685 

226,753 

4,968,973 

4,452,022 

224,703 

292,054 

5,030,746 

3,196,929 

1,521,937 

225,377 

5,334,971 

4,605,962 

198,838 

711,385 

5,161,557 

3,155,142 

1,762,894 

226,756 

5,276,516 

4,489,387 

224,703 

562,022 

5,246,998 

3,246,170 

1,758,610 

225,378 

5,552,962 

4,641,357 

３０年３月末 ２９年３月末

３０年３月期 ２９年３月期 ３０年３月期 ２９年３月期

３０年３月末 ２９年３月末

 有価証券

 資金運用勘定残高

 貸出金

 有価証券

 コールローン等

 資金調達勘定残高

 コールローン等

 資金調達勘定残高

 預金

 譲渡性預金

 コールマネー等

 預金

 譲渡性預金

 コールマネー等

 資金運用勘定残高

 貸出金
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(3)　預金、貸出金の新潟県内・県外別内訳【単体】

 海外店は有しておりませんので、国内店のみの計数であります。

①末残 

　　     　（百万円）

２９年３月末比

増減額 増減率

 預金 4,641,357 151,970 3.38% 4,489,387 

 新潟県内 4,542,869 149,713 3.40% 4,393,156 

 新潟県外 98,487 2,256 2.34% 96,231 

 貸出金 3,246,170 91,028 2.88% 3,155,142 

 新潟県内 2,361,441 64,213 2.79% 2,297,228 

 新潟県外 884,729 26,816 3.12% 857,913 

②平残 

　　     　（百万円）

２９年３月期比

増減額 増減率

 預金 4,513,506 169,271 3.89% 4,344,235 

 新潟県内 4,410,777 156,883 3.68% 4,253,894 

 新潟県外 102,728 12,388 13.71% 90,340 

 貸出金 3,153,967 106,722 3.50% 3,047,245 

 新潟県内 2,290,964 79,309 3.58% 2,211,655 

 新潟県外 863,002 27,413 3.28% 835,589 

（参考）投資信託・公共債等預かり資産残高

　　     　（百万円）

２９年３月末

２９年３月末比

 投資信託 121,663 16,384 105,279 

 公共債 118,124 △8,847 126,971 

 終身・個人年金保険等 312,306 4,663 307,643 

４．利鞘  【単体】

(1) 全店分

　　     　（％）

２９年３月期比

 資金運用利回 ① ０.９６ △ ０.０３ ０.９９ 

 貸出金利回 ② ０.９１ △ ０.０５ ０.９６ 

 有価証券利回 ③ １.１５ △ ０.０１ １.１６ 

 コールローン等利回 ④ ０.２１ ０.００ ０.２１ 

 資金調達利回 ⑤ ０.０８ ０.００ ０.０８ 

 預金等利回 ⑥ ０.０１ △ ０.０１ ０.０２ 

 外部負債利回 ⑦ ０.３９ △ ０.０５ ０.４４ 

 預金等原価 ⑧ ０.９０ △ ０.０６ ０.９６ 

 経費率 ⑨ ０.８８ △ ０.０６ ０.９４ 

 資金調達原価 ⑩ ０.８５ △ ０.０７ ０.９２ 

 預貸金レート差 ②－⑥ ０.９０ △ ０.０４ ０.９４ 

 預証レート差 ③－⑥ １.１４ ０.００ １.１４ 

利　鞘  運用･調達レート差 ①－⑤ ０.８８ △ ０.０３ ０.９１ 

 預貸金利鞘 ②－⑧ ０.０１ ０.０１ ０.００ 

 総資金利鞘 ①－⑩ ０.１１ ０.０４ ０.０７ 

３０年３月末

３０年３月期 ２９年３月期

３０年３月末 ２９年３月末

３０年３月期 ２９年３月期
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(2) 国内業務部門分

　　     　（％）

２９年３月期比

 資金運用利回 ① ０.９０ △ ０.０４ ０.９４ 

 貸出金利回 ② ０.８９ △ ０.０６ ０.９５ 

 有価証券利回 ③ １.０７ △ ０.０１ １.０８ 

 コールローン等利回 ④ ０.２１ ０.００ ０.２１ 

 資金調達利回 ⑤ ０.０１ △ ０.０１ ０.０２ 

 預金等利回 ⑥ ０.０１ △ ０.０１ ０.０２ 

 外部負債利回 ⑦ ０.００ △ ０.０１ ０.０１ 

 預金等原価 ⑧ ０.８８ △ ０.０６ ０.９４ 

 経費率 ⑨ ０.８７ △ ０.０５ ０.９２ 

 資金調達原価 ⑩ ０.８１ △ ０.０９ ０.９０ 

 預貸金レート差 ②－⑥ ０.８８ △ ０.０５ ０.９３ 

 預証レート差 ③－⑥ １.０６ ０.００ １.０６ 

利　鞘  運用･調達レート差 ①－⑤ ０.８９ △ ０.０３ ０.９２ 

 預貸金利鞘 ②－⑧ ０.０１ ０.００ ０.０１ 

 総資金利鞘 ①－⑩ ０.０９ ０.０５ ０.０４ 

５．有価証券  【単体】

(1) 損益

  （百万円）

３０年３月期 ２９年３月期

２９年３月期比

 国債等債券損益（５勘定尻） △ １,９１６ △ １,３８０ △ ５３６ 

 売却益 １,１６４ △ ５１７ １,６８１ 

 償還益 １６ １６ ０ 

 売却損 ３,０９１ １,０２６ ２,０６５ 

 償還損 ４ ４ ― 

 償却 ２ △ １５１ １５３ 

 株式等損益（３勘定尻） ３,８５８ １,１２２ ２,７３６ 

 売却益 ４,２７６ ８３５ ３,４４１ 

 売却損 ３７２ △ ３０３ ６７５ 

 償却 ４５ １６ ２９ 

(2) 有価証券等に対する引当

  （百万円）

３０年３月期 ２９年３月期

２９年３月期比

 投資損失引当金 ― ― ― 

(3) 有価証券の評価損益

　①    有価証券の評価基準

　売買目的有価証券 　時価法（評価差額を損益処理）

　満期保有目的有価証券 　償却原価法

　その他有価証券 　時価法（評価差額を全部純資産直入）

　子会社株式及び関連会社株式 　原価法

３０年３月期 ２９年３月期
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　②    評価損益

  （百万円）

３０年３月末 ２９年３月末

【連結】  評価損益  評価損益

前年比 評価益 評価損 評価益 評価損

 満期保有目的 2,415 △1,034 2,416 0 3,449 3,451 1 

 その他有価証券 75,762 △1,884 94,225 18,463 77,646 90,831 13,184 

 株式 66,854 7,720 67,972 1,118 59,134 60,105 970 

 債券 12,710 △7,283 13,112 402 19,993 20,425 432 

 その他 △3,802 △2,321 13,139 16,942 △1,481 10,300 11,781 

合計 78,177 △2,919 96,641 18,464 81,096 94,282 13,186 

 株式 66,854 7,720 67,972 1,118 59,134 60,105 970 

 債券 15,125 △8,318 15,529 403 23,443 23,877 433 

 その他 △3,802 △2,321 13,139 16,942 △1,481 10,300 11,781 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と

取得価額との差額を計上しております。

　２．平成３０年３月末の「その他有価証券」に係る評価差額金は、51,126百万円、平成２９年３月末の

「その他有価証券」に係る評価差額金は、52,648百万円であります。

  （百万円）

３０年３月末 ２９年３月末

【単体】  評価損益  評価損益

前年比 評価益 評価損 評価益 評価損

 満期保有目的 2,415 △1,034 2,416 0 3,449 3,451 1 

 子会社・関係会社株式 ― ― ― ― ― ― ―

 その他有価証券 69,406 △3,156 87,843 18,436 72,562 85,724 13,161 

 株式 60,498 6,448 61,590 1,092 54,050 54,997 947 

 債券 12,710 △7,283 13,112 402 19,993 20,425 432 

 その他 △3,802 △2,321 13,139 16,942 △1,481 10,300 11,781 

合計 71,821 △4,191 90,259 18,437 76,012 89,175 13,162 

 株式 60,498 6,448 61,590 1,092 54,050 54,997 947 

 債券 15,125 △8,318 15,529 403 23,443 23,877 433 

 その他 △3,802 △2,321 13,139 16,942 △1,481 10,300 11,781 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と

取得価額との差額を計上しております。

　２．平成３０年３月末の「その他有価証券」に係る評価差額金は、48,719百万円、平成２９年３月末の

「その他有価証券」に係る評価差額金は、50,939百万円であります。
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６．自己資本比率

自己資本比率は、国内基準を適用しております。

【連結】

　　     　（百万円）

 　３０年３月末（速報値）

２９年３月末比

　(1) 自己資本比率　　(2)／(3) 10.25% △ 0.54% 10.79% 

　(2)　自己資本 ①－② 272,776 7,668 265,108 

　コア資本に係る基礎項目　① 279,677 8,771 270,906 

　コア資本に係る調整項目　② 6,900 1,103 5,797 

　(3) リスクアセット（注） 2,660,673 204,601 2,456,072 

　(4) 総所要自己資本額 106,426 8,184 98,242 

（注）信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計であります。

　　なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し

　算出しております。

【単体】

　　     　（百万円）

 　３０年３月末（速報値）

２９年３月末比

　(1) 自己資本比率　　(2)／(3) 9.65% △ 0.51% 10.16% 

　(2)　自己資本 ①－② 253,115 7,458 245,657 

　コア資本に係る基礎項目　① 260,853 8,752 252,101 

　コア資本に係る調整項目　② 7,738 1,294 6,444 

　(3) リスクアセット（注） 2,621,483 204,942 2,416,541 

　(4) 総所要自己資本額 104,859 8,198 96,661 

（注）信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計であります。

　　なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し

　算出しております。

７．ROE  【単体】

　　     　（％）

３０年３月末 ２９年３月末

２９年３月末比

 業務純益(一般貸倒引当金繰入前)ベース 4.59 0.23 4.36 

 業務純益ベース 4.59 0.23 4.36 

 経常利益ベース 6.13 1.04 5.09 

 当期純利益ベース 4.43 0.59 3.84 

(注)「純資産の部」の期首と期末の平均残高(除く新株予約権)により算出しております。

２９年３月末

２９年３月末
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Ⅲ  貸出金等の状況

・部分直接償却を実施しております。

・未収利息不計上基準

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先の未収利息は、すべて収益不計上としております。

・「破産更生等債権」とは、金融再生法施行規則第４条における「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」であり

　ます。

１．金融再生法開示債権 【単体】

　　     　（百万円）

３０年３月末

２９年３月末比

 破産更生等債権 3,940 △339 4,279 

 破綻先債権 1,049 4 1,045 

 実質破綻先債権 2,891 △342 3,233 

 危険債権 34,448 △8,586 43,034 

 要管理債権 4,867 △186 5,053 

小計 43,256 △9,111 52,367 

 正常債権 3,292,152 102,420 3,189,732 

債権額合計 3,335,409 93,310 3,242,099 

○債権総額に占める割合

　　     　（％）

３０年３月末

２９年３月末比

 破産更生等債権 0.11 △ 0.02 0.13 

 破綻先債権 0.03 0.00 0.03 

 実質破綻先債権 0.08 △ 0.01 0.09 

 危険債権 1.03 △ 0.29 1.32 

 要管理債権 0.14 △ 0.01 0.15 

小計 1.29 △ 0.32 1.61 

 正常債権 98.70 0.32 98.38 

債権額合計 100.00 100.00 

○金融再生法開示債権の保全状況

　　     　（百万円）

３０年３月末

２９年３月末比

 保全額（Ａ） 35,746 △7,497 43,243 

 貸倒引当金 4,373 △1,958 6,331 

 担保保証等 31,373 △5,539 36,912 

 債権額合計（Ｂ） 43,256 △9,111 52,367 

 保全率（Ａ）÷（Ｂ） 82.63% 0.06% 82.57% 

２９年３月末

２９年３月末

２９年３月末
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２．リスク管理債権

（１）リスク管理債権の状況

 ①【単体】

　　     　（百万円）

３０年３月末

２９年３月末比

 破綻先債権額 983 56 927 

 延滞債権額 37,184 △8,522 45,706 

 ３ヵ月以上延滞債権額 942 144 798 

 貸出条件緩和債権額 3,925 △330 4,255 

計 43,036 △8,651 51,687 

（部分直接償却額） (7,935) (△2,566) (10,501) 

 【参考】貸出金残高（末残） 3,246,170 91,028 3,155,142 

○貸出金残高に占める割合

　　     　（％）

３０年３月末

２９年３月末比

 破綻先債権額 0.03 0.01 0.02 

 延滞債権額 1.14 △ 0.30 1.44 

 ３ヵ月以上延滞債権額 0.02 0.00 0.02 

 貸出条件緩和債権額 0.12 △ 0.01 0.13 

計 1.32 △ 0.31 1.63 

 ②【連結】

　　     　（百万円）

３０年３月末

２９年３月末比

 破綻先債権額 1,175 59 1,116 

 延滞債権額 38,190 △8,405 46,595 

 ３ヵ月以上延滞債権額 942 144 798 

 貸出条件緩和債権額 3,925 △330 4,255 

計 44,233 △8,532 52,765 

（部分直接償却額） (7,935) (△2,566) (10,501) 

 【参考】貸出金残高（末残） 3,236,059 93,392 3,142,667 

○貸出金残高に占める割合

　　     　（％）

３０年３月末

２９年３月末比

 破綻先債権額 0.03 0.00 0.03

 延滞債権額 1.18 △ 0.30 1.48

 ３ヵ月以上延滞債権額 0.02 0.00 0.02

 貸出条件緩和債権額 0.12 △ 0.01 0.13

計 1.36 △ 0.31 1.67

２９年３月末

２９年３月末

２９年３月末

２９年３月末
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３．償却・引当基準と貸倒引当金の状況

(1) 償却・引当基準

自己査定区分

資産区分

(金融再生法)

償却・引当方針

 破綻先債権  破産更生債権及び  担保・保証等により保全のない部分に対し、100％

 実質破綻先債権  これらに準ずる債権  を償却又は個別貸倒引当金として引当

 破綻懸念先債権  危険債権

(要管理先債権)※注  要管理債権

一般先

ＤＤＳ先

 正常先債権

※注．①要管理先債権及び②経営改善計画により貸出条件緩和債権に該当せずその他要注意先としている

債務者のうちリスクが相対的に高いと見られる債務者に対する債権。

(2) 貸倒引当金等の状況

  ①【単体】

　　     　（百万円）

３０年３月末

２９年３月末比

 貸倒引当金

 一般貸倒引当金

 個別貸倒引当金

（注）特定海外債権引当金は、該当ありません。

  ②【連結】

　　     　（百万円）

３０年３月末

２９年３月末比

 貸倒引当金

 一般貸倒引当金

 個別貸倒引当金

（注）特定海外債権引当金は、該当ありません。

要

注

意

先

債

権

(その他の要注意債権)

 過去の貸倒実績に基づいた1年分の予想損失額

 を一般貸倒引当金として引当

 市場価格のない株式の評価方法に準じた方法に

 より算出した予想損失額を一般貸倒引当金として

 引当

 過去の貸倒実績に基づいた1年分の予想損失額

 を一般貸倒引当金として引当

１０,１４５ 

６,１３７ 

　過去の貸倒実績に基づいた3年分の予想損失額

　を一般貸倒引当金として引当

 担保・保証等により保全のない部分に対し、過去

 の貸倒実績に基づいた3年分の予想損失額を個

 別貸倒引当金として引当

２９年３月末

 正常債権

２９年３月末

△ １,６４７ 

２８２ 

△ １,９３０ 

１１,７９２ 

５,８５５ 

５,９３７ ４,００７ 

１４,３５８ 

６,２２７ 

８,１３１ 

１２,８３６ 

６,５２６ 

６,３０９ 

△ １,５２２ 

２９９ 

△ １,８２２ 
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４.　自己査定の状況【単体】

　　(百万円)

―         

（注）( )内は引当前の分類金額。〔〕内は部分直接償却前の分類金額。

５.　自己査定・保全の状況と開示債権【単体】

（単位：億円）

(948)              

―

(147)             

(51)               

 破綻先

 実質破綻先

―                  4,430             合　　　計 3,335,409        3,190,454        140,524        

3,116,991        3,116,991        

その他の要注意先 174,570           49,050            

要

注

意

先

(8,238)           

5,140           

125,519        

〔7,987〕         

 破綻懸念先 34,448             

22,946        

7,070           

4,430             

2,891              

(19,138)      

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

2,792           

1,049              

1,147              

5,458              318                

債務者区分

 正常先

要管理先

分類状況

債権残高

（17）

（単位：億円）

残高 保全率

10          

28          

要管理先 54          36.5% 

1,745      

31,169    

33,354     

その他の

要注意先

破産更生等

債権

危険債権

要管理債権

うち

要管理

債権

(48)        (14)        

9            

87.1% 344 

 延滞債権

 ３カ月以上

 延滞債権

(3)         (36.7%)   

区分

9            

1           100.0% 39 

残高

自己査定と保全の状況

保全額 引当金 残高

金融再生法開示債権

 実質破綻先

区分

371        

 破綻懸念先 344         262         38          

 破綻先

37          

 正常債権

 破綻先債権

 貸出条件

 緩和債権

39          

リスク管理債権

432 430        

48 

要

注

意

先 合　　計

32,921 

33,354 合　　計 合　　計

 正常先

15          4           小 計

（17）（17）



６．業種別貸出状況等【単体】

(1)   業種別貸出金

　　     　（百万円）

２９年３月末比

 国内店分(除く特別国際金融取引勘定分) 3,246,170           91,028                3,155,142           

 製造業 332,072              △ 11,259            343,331              

 農業、林業 6,080                  718                    5,362                  

 漁業 1,036                  120                    916                    

 鉱業、採石業、砂利採取業 6,466                  385                    6,081                  

 建設業 97,494                6,802                  90,692                

 電気･ガス･熱供給･水道業 67,055                13,602                53,453                

 情報通信業 20,929                4,556                  16,373                

 運輸業、郵便業 105,453              △ 9,150             114,603              

 卸売業、小売業 325,083              765                    324,318              

 金融業、保険業 303,720              △ 283                304,003              

 不動産業、物品賃貸業 497,966              44,845                453,121              

 各種サービス業 219,801              10,513                209,288              

 地方公共団体 493,386              △ 20,412            513,798              

 その他 769,623              49,825                719,798              

 海外店分及び特別国際金融取引勘定分 ―                      ―                      ―                      

合計 3,246,170           91,028                3,155,142           

(2)   業種別リスク管理債権

　　     　（百万円）

２９年３月末比

 国内店分(除く特別国際金融取引勘定分) 43,036                △ 8,651             51,687                

 製造業 7,954                  △ 1,556             9,510                  

 農業、林業 319                    △ 2                   321                    

 漁業 ―                      ―                      ―                      

 鉱業、採石業、砂利採取業 25                      △ 8                   33                      

 建設業 4,279                  △ 1,321             5,600                  

 電気･ガス･熱供給･水道業 ―                      ―                      ―                      

 情報通信業 462                    △ 26                  488                    

 運輸業、郵便業 554                    22                      532                    

 卸売業、小売業 9,810                  △ 4,722             14,532                

 金融業、保険業 0 0 0 

 不動産業、物品賃貸業 3,415                  △ 193                3,608                  

 各種サービス業 12,639                △ 1,018             13,657                

 地方公共団体 ―                      ―                      ―                      

 その他 3,573                  172                    3,401                  

 海外店分及び特別国際金融取引勘定分 ―                      ―                      ―                      

合計 43,036                △ 8,651             51,687                

３０年３月末 ２９年３月末

３０年３月末 ２９年３月末
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(3)   業種別リスク管理債権の貸出金残高比

（％）

２９年３月末比

 国内店分(除く特別国際金融取引勘定分) 1.32                   △ 0.31               1.63                   

 製造業 2.39                   △ 0.38               2.77                   

 農業、林業 5.25                   △ 0.74               5.99                   

 漁業 ―                      ―                      ―                      

 鉱業、採石業、砂利採取業 0.39                   △ 0.15               0.54                   

 建設業 4.39                   △ 1.78               6.17                   

 電気･ガス･熱供給･水道業 ―                      ―                      ―                      

 情報通信業 2.20                   △ 0.78               2.98                   

 運輸業、郵便業 0.52                   0.06                   0.46                   

 卸売業、小売業 3.01                   △ 1.47               4.48                   

 金融業、保険業 0.00 0.00 0.00 

 不動産業、物品賃貸業 0.68                   △ 0.11               0.79                   

 各種サービス業 5.75                   △ 0.77               6.52                   

 地方公共団体 ―                      ―                      ―                      

 その他 0.46                   △ 0.01               0.47                   

 海外店分及び特別国際金融取引勘定分 ―                      ―                      ―                      

合計 1.32                   △ 0.31               1.63                   

(4)   個人ローン残高

　　     　（百万円）

２９年３月末比

 個人ローン残高 769,623              49,825                719,798              

 住宅ローン残高 715,935              46,203                669,732              

 その他ローン残高 53,688                3,622                  50,066                

(5)   中小企業等貸出比率

（％）

２９年３月末比

中小企業等貸出比率 60.35                  2.38                   57.97                  

３０年３月末 ２９年３月末

３０年３月末 ２９年３月末

３０年３月末 ２９年３月末
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Ⅳ ３０年度業績予想

１．単体

　　     　（単位：億円）

３０年９月期 ２９年９月期 ３１年３月期 ３０年３月期

予想 ２９年９月期比 実績 予想 ３０年３月期比 実績

 コア業務純益 ７２ △ １ ７３ １４３ △ １５ １５８ 

 実質業務純益 ６８ ３ ６５ １３７ △ ２ １３９ 

 経常利益 ７３ △ ３１ １０４ １５１ △ ３５ １８６ 

 当期（中間）純利益 ５３ △ ２２ ７５ １０９ △ ２５ １３４ 

 （ネット信用コスト） ２ １０ △ ８ ５ ８ △ ３ 

２．連結

　　     　（単位：億円）

３０年９月期 ２９年９月期 ３１年３月期 ３０年３月期

予想 ２９年９月期比 実績 予想 ３０年３月期比 実績

 経常利益 ８３ △ ２８ １１１ １７８ △ ２８ ２０６ 

５５ △ １９ ７４ １１６ △ ２１ １３７ 

 親会社株主に帰属する

 当期（中間）純利益

以　上
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